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いつもお世話になっております。

本格的な夏の前に、木々の緑が色濃くなってまいりました。

蒸し暑い日が続いておりますが、お身体ご自愛下さい。

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。

2026年7月の税務

7月10日

●6月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付（年2回納付の特例適用者は1

月から6月までの徴収分を7月10日までに納付）

7月15日

●所得税の予定納税額の減額申請

7月31日

●所得税の予定納税額の納付（第1期分）

●5月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・（法人

事業所税）・法人住民税＞

●2月、5月、8月、11月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・

地方消費税＞

●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税

＞

●11月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住

民税＞（半期分）

●消費税の年税額が400万円超の2月、8月、11月決算法人の3月ごとの中間申告＜

消費税・地方消費税＞

●消費税の年税額が4,800万円超の4月、5月決算法人を除く法人・個人事業者の1

月ごとの中間申告（3月決算法人は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞

○固定資産税（都市計画税）の第2期分の納付（7月中において市町村の条例で定

める日）



退職年金の継続受給権に対する相続課税

◆退職年金は、みなし相続財産として課税

　退職年金を受給していた被相続人が死亡すると、残存期間の年金が相続人等に

支払われます。年金は相続人等が固有の権利として取得したものですが、相続に

より取得したものとみなして相続税が課税されます。

◆継続受給権の財産評価

　退職年金の継続受給権は、「契約に基づかない定期金に関する権利」として、

みなし相続財産に分類されます。

　相続人等が死亡するまで（相続人等が保証期間中に死亡した場合は保証期間が

終了するまで）年金を継続受給する場合、受給権の評価額は、有期定期金、また

は終身定期金として算出した金額のいずれか多い金額とされます。

◆遺族年金の相続税は非課税

　ところで厚生年金、国民年金等の遺族年金は、厚生年金保険法、国民年金保険

法など個別の法律によって受給者が被相続人に生計を維持されていたことを条件

に非課税とする取扱いが定められています。

　一方、相続税の非課税財産の規定には、遺族年金を非課税とする旨の扱いはあ

りません。その代わり、相続税法基本通達には遺族年金について、国民年金保険

法、厚生年金保険法など個別法により相続税が課税されないことに留意するよう

示されています。みなし相続財産であれば、契約に基づかない定期金に関する権

利として課税されるのが原則です。

◆米国遺族年金は相続税が課税される

　それでは遺族年金に相続税を課税しない取扱いは、外国の遺族年金にも適用さ

れるのでしょうか。米国遺族年金について相続税が課税されるか争われた事例が

あります。

　国税不服審判所の審判事例では、遺族年金が非課税となる取扱いは、個別法で

国民年金、厚生年金等に設けられたものであり、米国の遺族年金をみなし相続財

産として課税する取扱いを妥当とする裁決が出されています。

　令和８年２月には、地裁においても米国遺族年金の受給権について相続税の課

税処分を妥当とする判決が出されました。

◆課税の公平は守られているか？

　司法判断は外国の遺族年金への課税は「合理性を欠くということはできない」

として平等原則に違反しない旨を判示しました。しかし、遺族にとって国内の年

金、海外の年金を問わず、生計維持のための経済的価値は変わらないとみること

もできます。

名義預金の相続課税

◆見落としやすい名義預金

　遺産分割で見落としやすいのが名義預金です。親族名義で預金口座がつくられ

るので被相続人が生前、自分にプレゼントしてくれたものと思い込み、相続財産

となる場合があることに気づかない。しかし、その場合でも相続財産として申告



の要否を検討しなければなりません。

帰属者の判定要素

　税務署が相続財産に該当するかチェックするポイントは、次のものとなります

。

(1)預金の原資は、誰が出捐したか

(2)預金口座は誰が開設し預入れしたか

(3)預入者の意思はどのようなものであったか

(4)通帳と印鑑を保管し、預金の預入れ、払出しをしたのは誰か

　被相続人が預金の原資を出捐し、親族名義の口座を開設し、通帳と印鑑を被相

続人で保管し、預金の出し入れをしていれば、被相続人の名義財産とされる可能

性が高まります。

　反対に、被相続人が親族に贈与の意思を示し、親族も受け取る意思を表示して

いたことが書面等で明確に確認できる場合は、贈与税の課税対象となります。

　国税庁の「誤りやすい事例⑥ 申告書第11 表の付表３関係」では、被相続人以

外の名義財産（預貯金）について、名義にかかわらず、被相続人が取得資金を拠

出していたことなどにより被相続人の財産と認められるものは相続税の課税対象

となることが解説されています。

◆配偶者の名前で預金した場合

　夫婦が婚姻中、給与所得や事業所得等で得た財産は、夫婦の一方が単独で有す

る財産（特有財産）として夫婦それぞれに帰属します。夫が自身で稼得した財産

を妻名義で預金した場合、帰属者の判定要素に照らして名義財産となる可能性が

あります。

　なお、贈与となることが明らかとなり、婚姻期間中に夫婦が拠出した資金を生

活で消費するとき、贈与税は非課税となります。

◆子や孫に財産を残すための意思表示

　被相続人が生前に子、孫の名義で預金口座をつくるのは、相続税を減らす動機

もあるでしょうが、自分の意思で財産を渡したい願いもあるのではないでしょう

か。親族名義の預金口座が見つかったときは、被相続人の生前の意思を尊重して

遺産分割すれば協議が円滑に進むかもしれません。

相続土地国庫帰属制度5252件申請

　法務省が公表した2025年度の「相続土地国庫帰属制度の運用状況」によると、

23年４月27日の制度開始から今年３月末までの累計申請件数は5252件で、このう

ち国に帰属されたのは2605件でした。23年度の申請件数は運用開始から約11カ月

間で1905件、２年目の24年度は年間1675件、３年目となる25年度は同1672件。申

請件数はほぼ横ばいで、制度の利用は思いのほか進んでいないといえます。一方

、国に帰属された件数は25年３月末時点までの累計で1486件だったことから、こ

の１年間で1119件増えた計算となります。

　累計申請件数5252件を地目別の内訳でみると、「田・畑」が2042件で全体の39

％を占めています。「宅地」は1828件で35％、「山林」は814件で15％、「その



他」は568件で11％でした。国に帰属された件数2605件を種目別の内訳でみると

、「宅地」が948件で全体の36％を占めています。「農用地」は849件で33％、「

森林」は171件で７％、「その他」は637件で24％でした。

　申請が却下された件数は80件、不承認となった件数は81件、申請を取り下げた

件数は980件でした。

　申請件数が思いのほか伸びていない理由としては、申請時の必要書類が多いこ

と、引き取り要件が多岐にわたることなどが挙げられます。申請の際には一筆当

たり１万４千円の審査手数料が必要で、申請を取り下げた場合でも返還されず、

再申請のたびに費用がかかります。国に帰属されたケースでも10年分の土地管理

費相当額の負担金が必要になります。また、審査に時間がかかることも申請件数

が伸びない要因だとされています。申請を受理する各地の法務局では審査に要す

る標準的な期間を「約８カ月」としています。

＜情報提供：エヌピー通信社＞
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